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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）フレキシブル基板上に、有機ＥＬ素子を形成する工程、
　（ｂ）前記有機ＥＬ素子を覆うように、ＳｉＯＣ膜を含む保護膜を形成する工程、
を有し、
　前記有機ＥＬ素子は、有機発光層を含む有機層を有し、
　前記ＳｉＯＣ膜は、ＳｉとＣとを有する化合物を原料としたＡＬＤ法を用いて形成され
、
　前記ＳｉとＣとを有する化合物は、
　ＳｉとＳｉとの間の主鎖に、少なくとも１つ以上のＣを有し、
　前記主鎖の両端のＳｉには、それぞれアミノ基が結合されている、有機ＥＬ素子用の保
護膜の形成方法。
【請求項２】
　請求項１記載の有機ＥＬ素子用の保護膜の形成方法において、
　前記ＳｉとＣとを有する化合物は、酸化剤との反応により、前記ＳｉＯＣ膜を形成する
、有機ＥＬ素子用の保護膜の形成方法。
【請求項３】
　請求項２記載の有機ＥＬ素子用の保護膜の形成方法において、
　前記酸化剤は、酸素ラジカルである、有機ＥＬ素子用の保護膜の形成方法。
【請求項４】



(2) JP 6937713 B2 2021.9.22

10

20

30

40

50

　請求項３記載の有機ＥＬ素子用の保護膜の形成方法において、
　前記（ｂ）工程は、
　前記有機ＥＬ素子が形成された前記フレキシブル基板をチャンバ内に配置した後、
　（ｂ１）前記原料を前記チャンバ内へ導入し、前記有機ＥＬ素子の上方に原料分子を吸
着させる工程、
　（ｂ２）第１パージガスを前記チャンバ内へ導入し、前記原料のうち吸着されていない
原料分子を前記第１パージガスとともに前記チャンバ内から除去する工程、
　（ｂ３）前記酸素ラジカルを、前記チャンバ内に導入または前記チャンバ内で生成し、
前記原料分子と前記酸素ラジカルとの反応物を生成する工程、
　（ｂ４）第２パージガスを前記チャンバ内へ導入し、未反応の物質を前記第２パージガ
スとともに前記チャンバ内から除去する工程、を有する、有機ＥＬ素子用の保護膜の形成
方法。
【請求項５】
　請求項４記載の有機ＥＬ素子用の保護膜の形成方法において、
　前記（ｂ）工程は、２００℃以下で行われる、有機ＥＬ素子用の保護膜の形成方法。
【請求項６】
　請求項５記載の有機ＥＬ素子用の保護膜の形成方法において、
　前記ＳｉＯＣ膜は、異物を固着する、有機ＥＬ素子用の保護膜の形成方法。
【請求項７】
　請求項５記載の有機ＥＬ素子用の保護膜の形成方法において、
　前記保護膜は、前記ＳｉＯＣ膜より硬い無機絶縁膜を有し、
　前記（ｂ）工程の前または後に、
　（ｃ）前記無機絶縁膜を形成する工程、を有する、有機ＥＬ素子用の保護膜の形成方法
。
【請求項８】
　請求項１記載の有機ＥＬ素子用の保護膜の形成方法において、
　前記ＳｉとＣとを有する化合物は、１，２－ビス［（ジメチルアミノ）ジメチルシリル
］エタンである、有機ＥＬ素子用の保護膜の形成方法。
【請求項９】
　（ａ）フレキシブル基板上に、有機ＥＬ素子を形成する工程、
　（ｂ）前記有機ＥＬ素子を覆うように、ＳｉＯＣ膜を含む保護膜を形成する工程、
を有し、
　前記有機ＥＬ素子は、有機発光層を含む有機層を有し、
　前記ＳｉＯＣ膜は、ＳｉとＣとを有する化合物を原料としたＡＬＤ法を用いて形成され
、
　前記ＳｉとＣとを有する化合物は、
　ＳｉとＳｉとの間の主鎖に、少なくとも１つ以上のＣを有し、
　前記主鎖の両端のＳｉには、それぞれアミノ基が結合されている、表示装置の製造方法
。
【請求項１０】
　請求項９記載の表示装置の製造方法において、
　前記ＳｉとＣとを有する化合物は、酸化剤との反応により、前記ＳｉＯＣ膜を形成する
、表示装置の製造方法。
【請求項１１】
　請求項１０記載の表示装置の製造方法において、
　前記酸化剤は、酸素ラジカルである、表示装置の製造方法。
【請求項１２】
　請求項１１記載の表示装置の製造方法において、
　前記（ｂ）工程は、
　前記有機ＥＬ素子が形成された前記フレキシブル基板をチャンバ内に配置した後、
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　（ｂ１）前記原料を前記チャンバ内へ導入し、前記有機ＥＬ素子の上方に原料分子を吸
着させる工程、
　（ｂ２）第１パージガスを前記チャンバ内へ導入し、前記原料のうち吸着されていない
原料分子を前記第１パージガスとともに前記チャンバ内から除去する工程、
　（ｂ３）前記酸素ラジカルを、前記チャンバ内に導入または前記チャンバ内で生成し、
前記原料分子と前記酸素ラジカルとの反応物を生成する工程、
　（ｂ４）第２パージガスを前記チャンバ内へ導入し、前記酸素ラジカルのうち未反応の
物質を前記第２パージガスとともに前記チャンバ内から除去する工程、を有する、表示装
置の製造方法。
【請求項１３】
　請求項１２記載の表示装置の製造方法において、
　前記（ｂ３）工程は、２００℃以下で行われる、表示装置の製造方法。
【請求項１４】
　請求項１３記載の表示装置の製造方法において、
　前記ＳｉＯＣ膜は、異物を固着する、表示装置の製造方法。
【請求項１５】
　請求項１３記載の表示装置の製造方法において、
　前記保護膜は、前記ＳｉＯＣ膜より硬い無機絶縁膜を有し、
　前記（ｂ）工程の前または後に、
　（ｃ）前記無機絶縁膜を形成する工程、を有する、表示装置の製造方法。
【請求項１６】
　請求項１５記載の表示装置の製造方法において、
　前記保護膜は、ＳｉＯＣ膜／無機絶縁膜、無機絶縁膜／ＳｉＯＣ膜、ＳｉＯＣ膜／無機
絶縁膜／ＳｉＯＣ膜、および、無機絶縁膜／ＳｉＯＣ膜／無機絶縁膜、から選択されるい
ずれかの積層膜を有する、表示装置の製造方法。
【請求項１７】
　請求項１６記載の表示装置の製造方法において、
　前記保護膜を構成する各膜は、前記チャンバ内において連続して成膜される、表示装置
の製造方法。
【請求項１８】
　請求項１６記載の表示装置の製造方法において、
　前記（ｃ）工程の後に、
　（ｄ）前記チャンバ内に付着した前記保護膜の除去工程、を有する表示装置の製造方法
。
【請求項１９】
　請求項１６記載の表示装置の製造方法において、
　前記無機絶縁膜は、ＳｉＯ2膜、ＳｉＮ膜、Ａｌ2Ｏ3膜、ＴｉＯ2膜、および、ＺｒＯ2

膜から選択される膜である、表示装置の製造方法。
【請求項２０】
　請求項９記載の表示装置の製造方法において、
　前記ＳｉとＣとを有する化合物は、１，２－ビス［（ジメチルアミノ）ジメチルシリル
］エタンである、表示装置の製造方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機ＥＬ素子用の保護膜の形成方法、表示装置の製造方法および表示装置に
関するものである。
【背景技術】
【０００２】
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　発光素子として、有機エレクトロルミネッセンス素子（organic electroluminescence 
device）の開発が進められている。エレクトロルミネッセンスとは、物質に電圧を印加し
た際の発光現象である。この発光現象を有機物質で生じさせる素子を有機ＥＬ素子（有機
エレクトロルミネッセンス素子）と呼ぶ。有機ＥＬ素子は、電流注入型デバイスであり、
かつ、ダイオード特性を示すため、有機発光ダイオード（Organic Light Emitting Diode
：ＯＬＥＤ）とも呼ばれる。
【０００３】
　特開１９９６－０４８３６９号公報（特許文献１）には、透明高分子からなる基材上に
、基材との密着性に優れる酸化珪素単独からなる第一層と、引張りや屈曲に対する耐性に
優れる炭素を含む酸化珪素からなる第二層と、印刷層や接着剤層との密着性に優れる酸化
珪素単独からなる第三層を順次形成する技術が開示されている。そして、この第一層の酸
化珪素層は、有機珪素化合物ガスまたはシラン（ＳｉＨ4 ）ガスおよび酸素ガスを主原料
ガスとして、ＰＥＣＶＤによって形成された二酸化珪素（ＳｉＯ2 ）層である。
【０００４】
　また、国際公開第２００４／０１７３８３号（特許文献２）には、有機シリコン前駆体
及びオゾンから酸化シリコン及び／又は酸窒化シリコンを形成するための低温の原子層堆
積（ＡＬＤ）プロセスに関する技術が開示されている。そして、有機シリコン前駆体とし
て、Ｒ1及びＲ2が、水素、Ｃ1～Ｃ6アルキル、Ｃ5～Ｃ6環状アルキル、ハロゲン、並びに
、置換アルキル及び置換環状アルキルから独立に選択され、Ｗが、１、２、３、又は４で
あり、Ｌが、水素又はハロゲンから選択される式Ｓｉ（ＮＲ1Ｒ2）4-WＬWであることが例
示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開１９９６－０４８３６９号公報
【特許文献２】国際公開第２００４／０１７３８３号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　有機ＥＬ素子を用いた表示装置は、情報機器等などに応用され、フレキシブル化が進め
られている。このような、フレキシブル有機ＥＬディスプレイは、モバイル用としてばか
りではなく、大型ディスプレイ用としての利用も期待されている。
【０００７】
　このようなフレキシブル化に対応するため、有機ＥＬ素子の保護膜には、水分の侵入を
防ぐための水分バリア性と、フレキシブル化に対応した柔軟性を満たすことが求められ、
これらの両立を満たす保護膜の開発が望まれる。
【０００８】
　その他の課題と新規な特徴は、本明細書の記述および添付図面から明らかになるであろ
う。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の一実施の形態の有機ＥＬ素子用の保護膜の形成方法は、（ａ）フレキシブル基
板上に、有機ＥＬ素子を形成する工程、（ｂ）前記有機ＥＬ素子を覆うように、ＳｉＯＣ
膜を含む保護膜を形成する工程、を有する。そして、前記ＳｉＯＣ膜は、ＳｉとＣとを有
する化合物を原料としたＡＬＤ法を用いて形成され、前記ＳｉとＣとを有する化合物は、
ＳｉとＳｉとの間の主鎖に、少なくとも１つ以上のＣを有し、前記主鎖の両端のＳｉには
、それぞれアミノ基が結合されている。
【００１０】
　本発明の一実施の形態の表示装置の製造方法は、（ａ）フレキシブル基板上に、有機Ｅ
Ｌ素子を形成する工程、（ｂ）前記有機ＥＬ素子を覆うように、ＳｉＯＣ膜を含む保護膜
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を形成する工程、を有する。そして、前記ＳｉＯＣ膜は、ＳｉとＣとを有する化合物を原
料としたＡＬＤ法を用いて形成され、前記ＳｉとＣとを有する化合物は、ＳｉとＳｉとの
間の主鎖に、少なくとも１つ以上のＣを有し、前記主鎖の両端のＳｉには、それぞれアミ
ノ基が結合されている。
【００１１】
　本発明の一実施の形態の表示装置は、フレキシブル基板と、前記フレキシブル基板上に
形成された有機ＥＬ素子と、前記有機ＥＬ素子を覆うように形成された、ＳｉＯＣ膜を含
む保護膜と、を有する。そして、前記ＳｉＯＣ膜は、ＳｉとＣとを有する化合物を原料と
したＡＬＤ法を用いて形成された膜であり、前記ＳｉとＣとを有する化合物は、ＳｉとＳ
ｉとの間の主鎖に、少なくとも１つ以上のＣを有し、前記主鎖の両端のＳｉには、それぞ
れアミノ基が結合されている。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の一実施の形態によれば、有機ＥＬ素子用の保護膜の性能を向上させることがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】実施の形態１の有機ＥＬ素子用の保護膜の断面図である。
【図２】実施の形態１の有機ＥＬ素子用の保護膜の原料であるＳｉとＣとを有する化合物
の構造を模式的に示す図である。
【図３】ＤＭＳＥの構造とＤＭＳＥを用いたＳｉＯＣ膜の成膜の反応機構を示す図である
。
【図４】ＤＭＳＥを用いたＡＬＤ法によるＳｉＯＣ膜の成膜の様子を模式的に示す図であ
る。
【図５】実施の形態２の表示装置の全体構成を示す平面図である。
【図６】表示装置の要部平面図である。
【図７】表示装置の要部断面図である。
【図８】実施の形態２の表示装置の製造工程を示す要部断面図である。
【図９】実施の形態２の表示装置の製造工程を示す要部断面図である。
【図１０】実施の形態２の表示装置の製造工程を示す要部断面図である。
【図１１】実施の形態２の表示装置の製造工程を示す要部断面図である。
【図１２】実施の形態２の表示装置の製造工程を示す要部断面図である。
【図１３】実施の形態２の表示装置の製造工程を示す要部断面図である。
【図１４】ＡＬＤ法による成膜を行うチャンバの構成の一例を示す断面図である。
【図１５】有機ＥＬ形成層上の異物を示す図である。
【図１６】有機ＥＬ形成層上の異物上にＣＶＤ法を用いて保護膜を形成した場合の図であ
る。
【図１７】有機ＥＬ形成層上の異物上にＡＬＤ法を用いて保護膜を形成した場合の図であ
る。
【図１８】実施の形態３の第１例の有機ＥＬ素子用の保護膜の断面図である。
【図１９】実施の形態３の第２例の有機ＥＬ素子用の保護膜の断面図である。
【図２０】実施の形態３の第３例の有機ＥＬ素子用の保護膜の断面図である。
【図２１】実施の形態３の第４例の有機ＥＬ素子用の保護膜の断面図である。
【図２２】ビス(ジメチルアミノ)シランを用いたＡＬＤ法によるＳｉＯ2膜の成膜の様子
を模式的に示す図である。
【図２３】曲げ試験の様子を示す模式図である。
【図２４】ＳｉＯＣ膜およびＡｌ2Ｏ3膜を積層したＰＥＮ基板とＡｌ2Ｏ3膜を単層で形成
したＰＥＮ基板の断面図である。
【図２５】ＳｉＯＣ膜およびＡｌ2Ｏ3膜を積層したＰＥＮ基板とＡｌ2Ｏ3膜を単層で形成
したＰＥＮ基板の曲げ試験後の表面写真である。
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【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明の実施の形態を図面に基づいて詳細に説明する。なお、実施の形態を説明
するための全図において、同一の機能を有する部材には同一の符号を付し、その繰り返し
の説明は省略する。
【００１５】
　（実施の形態１）
　図１は、本実施の形態の有機ＥＬ素子用の保護膜の断面図である。図１に示すように、
有機ＥＬ素子用の保護膜ＰＲＯは、フレキシブル基板Ｓ上の有機ＥＬ形成層Ｌ上に形成さ
れている。
【００１６】
　この保護膜ＰＲＯは、ＡＬＤ（Atomic Layer Deposition：原子層堆積）法で形成され
たＳｉＯＣ膜よりなる。このＳｉＯＣ膜は、ＳｉとＣとを有する化合物を原料としたＡＬ
Ｄ法を用いて形成された膜である。このように、炭素（Ｃ）を含有する膜を有機膜と言い
、ＡＬＤ法により有機膜を形成する方法を有機ＡＬＤ法と言う。そして、上記ＳｉとＣと
を有する化合物は、（１）ＳｉとＳｉとの間の主鎖に、少なくとも１つ以上のＣを有し、
（２）主鎖の両端のＳｉに、それぞれアミノ基が結合されていると言う２つの特徴を有す
る。
【００１７】
　図２に、本実施の形態の有機ＥＬ素子用の保護膜の原料であるＳｉとＣとを有する化合
物の構造を模式的に示す。
【００１８】
　図２の式（１）で示されるシリコン化合物の一例として、例えば、１，２－ビス［（ジ
メチルアミノ）ジメチルシリル］エタン（以下、単に“ＤＭＳＥ”と示す）が挙げられる
。
【００１９】
　図３は、ＤＭＳＥの構造とＤＭＳＥを用いたＳｉＯＣ膜の成膜の反応機構を示す図であ
る。図３に示すように、（ａ）有機ＥＬ形成層Ｌの表面の－ＯＨと、ＤＭＳＥの一方の端
のアミノ基とが反応し、副生成物として、Ｎ（ＣＨ3）2Ｈが生じる（ｂ）。次いで、（ｃ
）に示すように、酸化剤である酸素ラジカル（Ｏラジカル）の作用により、ＤＭＳＥの他
方の端のアミノ基が、－ＯＨとなる。次いで、この－ＯＨが、他のＤＭＳＥと（ａ）と同
様に反応することにより、ＳｉＯＣ膜が成長する（ｄ）。なお、図３において、隣り合う
原子間のＳｉ同士が直接、または、他の原子（例えば、ＯやＣ）を介して結合する反応が
生じてもよい。また、確率は小さいが、上記原料分子の両端のアミノ基の双方が、有機Ｅ
Ｌ形成層Ｌの表面の－ＯＨと反応する場合もある。
【００２０】
　図４は、ＤＭＳＥを用いたＡＬＤ法によるＳｉＯＣ膜の成膜の様子を模式的に示す図で
ある。
【００２１】
　まず、第１ステップ（原料ガス供給ステップ）として、基板が配置されたチャンバ内へ
原料ガスであるＤＭＳＥを導入（供給）する。これにより処理対象物である有機ＥＬ形成
層Ｌの表面上に、ＤＭＳＥの分子が物理吸着する（図４（ａ））。そして、有機ＥＬ形成
層Ｌの表面の－ＯＨと、ＤＭＳＥの一方の端のアミノ基とが反応し、ＮＲ2Ｈ（Ｒ＝ＣＨ3

）が離脱し、Ｏ（酸素原子）とＳｉ（シリコン原子）が化学的に結合する（図４（ｂ））
。
【００２２】
　次に、第２ステップ（パージステップ）として、チャンバ内への原料ガスの導入を停止
し、パージガスを導入（供給）する。パージガスとしては、不活性ガスを好適に用いるこ
とができるが、窒素ガス（Ｎ2ガス）を用いる場合もあり得る。パージガスを導入するこ
とで、有機ＥＬ形成層Ｌの表面の－ＯＨと反応したＤＭＳＥ以外の原料ガスや副生成物Ｎ
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Ｒ2Ｈ（Ｒ＝ＣＨ3）は、パージガスと一緒にチャンバ外に排出される。
【００２３】
　次に、第３ステップ（反応ガス供給ステップ）として、反応ガスを、チャンバ内に導入
（供給）する。反応ガスとしては、Ｏプラズマを用いることができる。ここでは、Ｏ2ガ
ス（酸素ガス）をチャンバ内に導入し、高周波電力の印加により、Ｏプラズマを生成する
。なお、予め、チャンバ外において生成したＯプラズマをチャンバ内に導入（供給）して
もよい。このＯプラズマの作用（反応）により、ＤＭＳＥの他方の端のアミノ基が、－Ｏ
Ｈとなる（図４（ｃ））。言い換えれば、Ｏラジカルとの反応物が生成する。これにより
、有機ＥＬ形成層Ｌの表面に、ＳｉＯＣの原子層（第一層１Ｌ）が形成される。なお、Ｏ

2ガス（酸素ガス）に代えてＯ3ガス（オゾンガス）や水蒸気（Ｈ2Ｏ）を用いてもよい。
但し、低温（例えば、２００℃以下）の成膜においては、Ｏ2ガスによるＯプラズマを用
いた方が反応性が良好である。
【００２４】
　次に、第４ステップ（パージステップ）として、チャンバ内への反応ガスの導入と、高
周波電力の印加を停止し、パージガスをチャンバ内に導入（供給）する。パージガスとし
ては、不活性ガスを好適に用いることができるが、窒素ガス（Ｎ2ガス）を用いる場合も
あり得る。パージガスを導入することで、未反応物質（反応ガスなど）は、パージガスと
一緒にチャンバ外に排出される（パージされる）。
【００２５】
　次いで、同様にして第１ステップ、第２ステップ、第３ステップおよび第４ステップを
行い、ＳｉＯＣの原子層（第二層）２Ｌが形成される（図４（ｄ））。
【００２６】
　このように、第１ステップ、第２ステップ、第３ステップおよび第４ステップを、複数
サイクル繰り返すことで、有機ＥＬ形成層Ｌの表面上に、所望の膜厚のＳｉＯＣ膜を形成
することができる。例えば、第１ステップ、第２ステップ、第３ステップおよび第４ステ
ップを、３０サイクル繰り返せば、３０層の原子層からなる膜が形成される。
【００２７】
　このように、本実施の形態の有機ＥＬ素子用の保護膜の製造方法（形成方法）によれば
、ＳｉとＳｉとの間の主鎖に、少なくとも１つ以上のＣを有する原料を用いたので、形成
される膜中に効果的に炭素（Ｃ）を取り込み、ＳｉＯＣ膜を形成することができる。この
ＳｉＯＣ膜は、水分バリア性（耐水性）を有し、柔軟性を有する。これにより、有機ＥＬ
素子を水分から保護できるとともに、フレキシブル基板に追随してＳｉＯＣ膜に曲げ応力
が加わったとしても、曲げによる亀裂などを防止することができ、曲げ耐性を向上させる
ことができる。
【００２８】
　また、ＳｉとＳｉとの間の主鎖中のＣの数を調整することで、柔軟度を調整することが
できる。例えば、ＳｉとＳｉとの間の主鎖中のＣの数を多くすることで、柔軟性を向上さ
せることができる。
【００２９】
　また、本実施の形態の有機ＥＬ素子用の保護膜の製造方法によれば、ＳｉとＳｉとの間
の主鎖により、比較的分子長さが長くなるため、１サイクル当たりの原子層の厚さを大き
くすることができ、ＳｉＯＣ膜の成膜速度を向上させることができる（図４参照）。
【００３０】
　なお、ＳｉとＳｉとの間の主鎖に、－Ｃ－、－Ｃ－Ｃ－、－Ｃ－Ｃ－Ｃ－などの他、ベ
ンゼン環などを含んでもよい。また、－Ｏ－Ｃ－Ｃ－Ｏ－など、炭素と酸素の化合物を含
んでもよい。
【００３１】
　また、上記フレキシブル基板は、繰り返しの折り曲げも可能であり、ベンダブル（bend
able）基板とみなすこともでき、また、折りたたむことも可能であり、フォルダブル（fo
ldable）基板とみなすこともできる。このように、フレキシブル基板には、ベンダブル基
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板やフォルダブル基板も包括されている。
【００３２】
　また、本実施の形態の有機ＥＬ素子用の保護膜は、後述する表示装置や、有機ＥＬ素子
を用いた照明などの電子機器に広く適用可能である。
【００３３】
　（実施の形態２）
　次いで、実施の形態１で説明した保護膜を有する表示装置について以下に詳細に説明す
る。
【００３４】
　＜表示装置の構造＞
　本実施の形態の表示装置は、有機ＥＬ素子を利用した有機ＥＬ表示装置（有機エレクト
ロルミネッセンス表示装置）である。本実施の形態の表示装置を、図面を参照して説明す
る。
【００３５】
　図５は、本実施の形態の表示装置１の全体構成を示す平面図である。
【００３６】
　図５に示される表示装置１は、表示部２と、回路部３とを有している。表示部２には、
複数の画素がアレイ状に配列されており、画像の表示を可能としている。回路部３には、
必要に応じて種々の回路が形成されており、例えば、駆動回路または制御回路などが形成
されている。回路部３内の回路は、必要に応じて、表示部２の画素に接続されている。回
路部３は、表示装置１の外部に設けることもできる。表示装置１の平面形状は、種々の形
状を採用できるが、例えば矩形状である。
【００３７】
　図６は、表示装置１の要部平面図であり、図７は、表示装置１の要部断面図である。図
６には、表示装置１の表示部２の一部（図５に示される領域４）を拡大して示してある。
図７は、例えば、図６のＡ１－Ａ１部に対応している。
【００３８】
　表示装置１のベースを構成する基板１１は、絶縁性を有している。また、基板１１は、
フレキシブル基板（フィルム基板）であり、可撓性を有している。このため、基板１１は
、絶縁性を有するフレキシブル基板、すなわちフレキシブル絶縁基板である。基板１１は
、更に透光性を有する場合もあり得る。基板１１として、例えばフィルム状のプラスチッ
ク基板（プラスチックフィルム）を用いることができる。基板１１は、図５の表示装置１
の平面全体に存在しており、表示装置１の最下層を構成している。このため、基板１１の
平面形状は、表示装置１の平面形状とほぼ同じであり、種々の形状を採用できるが、例え
ば矩形状とすることができる。なお、基板１１の互いに反対側に位置する２つの主面のう
ち、有機ＥＬ素子が配置される側の主面、すなわち後述のパッシベーション膜１２、電極
層１３、有機層１４、電極層１５および保護膜１６を形成する側の主面を、基板１１の上
面と称することとする。また、基板１１における上面とは反対側の主面を、基板１１の下
面と称することとする。
【００３９】
　基板１１の上面上には、パッシベーション膜（パッシベーション層）１２が形成されて
いる。パッシベーション膜１２は、絶縁材料（絶縁膜）からなり、例えば酸化シリコン膜
からなる。パッシベーション膜１２は、形成しない場合もあり得るが、形成した方がより
好ましい。パッシベーション膜１２は、基板１１の上面のほぼ全体にわたって形成するこ
とができる。
【００４０】
　パッシベーション膜１２は、基板１１側から有機ＥＬ素子（特に有機層１４）への水分
の伝達を防止（遮断）する機能を有している。このため、パッシベーション膜１２は、有
機ＥＬ素子の下側の保護膜として機能することができる。一方、後述の保護膜１６は、有
機ＥＬ素子の上側の保護膜として機能することができ、上側から有機ＥＬ素子（特に有機
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層１４）への水分の伝達を防止（遮断）する機能を有している。
【００４１】
　基板１１の上面上には、パッシベーション膜１２を介して、有機ＥＬ素子が形成されて
いる。有機ＥＬ素子は、電極層１３と有機層１４と電極層１５とからなる。つまり、基板
１１上のパッシベーション膜１２上には、電極層１３と有機層１４と電極層１５とが、下
から順に形成（積層）されており、これら電極層１３と有機層１４と電極層１５とにより
、有機ＥＬ素子が形成されている。
【００４２】
　電極層１３は、下部電極層であり、電極層１５は、上部電極層である。電極層１３は、
陽極および陰極のうちの一方を構成し、電極層１５は、陽極および陰極のうちの他方を構
成する。すなわち、電極層１３が陽極（陽極層）の場合は、電極層１５は陰極（陰極層）
であり、電極層１３が陰極（陰極層）の場合は、電極層１５は陽極（陽極層）である。電
極層１３および電極層１５は、それぞれ導電膜からなる。
【００４３】
　電極層１３および電極層１５のうちの一方は、反射電極として機能できるように、アル
ミニウム（Ａｌ）膜などの金属膜により形成することが好ましく、また、電極層１３およ
び電極層１５のうちの他方は、透明電極として機能できるように、ＩＴＯ（インジウムス
ズオキサイド）などからなる透明導体膜により形成することが好ましい。基板１１の下面
側から光を取出す、いわゆるボトムエミッション方式を採用する場合は、電極層１３を透
明電極とすることができ、基板１１の上面側から光を取出す、いわゆるトップエミッショ
ン方式を採用する場合は、電極層１５を透明電極とすることができる。また、ボトムエミ
ッション方式を採用する場合は、基板１１として透光性を有する透明基板（透明フレキシ
ブル基板）を用いることができる。
【００４４】
　基板１１上のパッシベーション膜１２上に電極層１３が形成され、電極層１３上に有機
層１４が形成され、有機層１４上に電極層１５が形成されているため、電極層１３と電極
層１５との間には、有機層１４が介在している。
【００４５】
　有機層１４は、少なくとも有機発光層を含んでいる。有機層１４は、有機発光層以外に
も、ホール輸送層、ホール注入層、電子輸送層および電子注入層のうちの任意の層を、必
要に応じて更に含むことができる。このため、有機層１４は、例えば、有機発光層の単層
構造、ホール輸送層と有機発光層と電子輸送層との積層構造、あるいは、ホール注入層と
ホール輸送層と有機発光層と電子輸送層と電子注入層との積層構造などを有することがで
きる。
【００４６】
　電極層１３は、例えば、Ｘ方向に延在するストライプ状のパターンを有している。すな
わち、電極層１３は、Ｘ方向に延在するライン状の電極（電極パターン）１３ａが、Ｙ方
向に所定の間隔で複数配列した構成を有している。電極層１５は、例えば、Ｙ方向に延在
するストライプ状のパターンを有している。すなわち、電極層１５は、Ｙ方向に延在する
ライン状の電極（電極パターン）１５ａが、Ｘ方向に所定の間隔で複数配列した構成を有
している。つまり、電極層１３は、Ｘ方向に延在するストライプ状の電極群からなり、電
極層１５は、Ｙ方向に延在するストライプ状の電極群からなる。ここで、Ｘ方向とＹ方向
とは、互いに交差する方向であり、より特定的には、互いに直交する方向である。また、
Ｘ方向およびＹ方向は、基板１１の上面に略平行な方向でもある。
【００４７】
　電極層１５を構成する各電極１５ａの延在方向はＹ方向であり、電極層１３を構成する
各電極１３ａの延在方向はＸ方向であるため、電極１５ａと電極１３ａとは、平面視にお
いて互いに交差している。なお、平面視とは、基板１１の上面に略平行な平面で見た場合
を言うものとする。電極１５ａと電極１３ａとの各交差部においては、電極１５ａと電極
１３ａとで有機層１４が上下に挟まれた構造を有している。このため、電極１５ａと電極
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１３ａとの各交差部に、電極１３ａと電極１５ａと電極１３ａ，１５ａ間の有機層１４と
で構成される有機ＥＬ素子（画素を構成する有機ＥＬ素子）が形成され、その有機ＥＬ素
子により画素が形成される。電極１５ａと電極１３ａとの間に所定の電圧が印加されるこ
とで、その電極１５ａ，電極１３ａ間に挟まれた部分の有機層１４中の有機発光層が発光
することができる。すなわち、各画素を構成する有機ＥＬ素子が発光することができる。
電極１５ａが、有機ＥＬ素子の上部電極（陽極または陰極の一方）として機能し、電極１
３ａが、有機ＥＬ素子の下部電極（陽極または陰極の他方）として機能する。
【００４８】
　なお、有機層１４は、表示部２全体にわたって形成することもできるが、電極層１３と
同じパターン（すなわち電極層１３を構成する複数の電極１３ａと同じパターン）として
形成することもでき、あるいは、電極層１５と同じパターン（すなわち電極層１５を構成
する複数の電極１５ａと同じパターン）として形成することもできる。いずれにしても、
電極層１３を構成する複数の電極１３ａと電極層１５を構成する複数の電極１５ａとの各
交点には、有機層１４が存在している。
【００４９】
　このように、平面視において、表示装置１の表示部２では、平面視において、基板１１
上に有機ＥＬ素子（画素）がアレイ状に複数配列した状態になっている。
【００５０】
　なお、ここでは、電極層１３，１５がストライプ状のパターンを有している場合につい
て説明した。このため、アレイ状に配列した複数の有機ＥＬ素子（画素）において、Ｘ方
向に並んだ有機ＥＬ同士では、下部電極（電極１３ａ）同士が繋がっており、また、Ｙ方
向に並んだ有機ＥＬ同士では、上部電極（電極１５ａ）同士が繋がっている。しかしなが
ら、これに限定されず、アレイ状に配列する有機ＥＬ素子の構造は、種々変更可能である
。
【００５１】
　例えば、アレイ状に配列した複数の有機ＥＬ素子が、上部電極でも下部電極でも互いに
つながっておらず、独立に配置されている場合もあり得る。この場合は、各有機ＥＬ素子
は、下部電極と有機層と上部電極との積層構造を有する孤立パターンにより形成され、こ
の孤立した有機ＥＬ素子が、アレイ状に複数配列することになる。この場合は、各画素に
おいて有機ＥＬ素子に加えてＴＦＴ（薄膜トランジスタ）などのアクティブ素子を設ける
とともに、画素同士を必要に応じて配線を介して接続することができる。
【００５２】
　基板１１（パッシベーション膜１２）の上面上には、有機ＥＬ素子を覆うように、従っ
て電極層１３と有機層１４と電極層１５とを覆うように、保護膜（保護層）１６が形成さ
れている。本実施の形態では、保護膜１６は、実施の形態１で説明した有機ＡＬＤ法で形
成されたＳｉＯＣ膜よりなる（図３、図４参照）。このＳｉＯＣ膜は、前述したように、
ＳｉとＣとを有する化合物を原料としたＡＬＤ法を用いて形成された、炭素（Ｃ）を含有
する有機膜である。そして、上記ＳｉとＣとを有する化合物は、（１）ＳｉとＳｉとの間
の主鎖に、少なくとも１つ以上のＣを有し、（２）主鎖の両端のＳｉに、それぞれアミノ
基が結合されている。
【００５３】
　表示部２に有機ＥＬ素子がアレイ状に配列している場合は、それらアレイ状に配列した
有機ＥＬ素子を覆うように、上記保護膜１６が形成される。このため、保護膜１６は、表
示部２全体に形成されていることが好ましく、また、基板１１の上面のほぼ全体上に形成
されていることが好ましい。有機ＥＬ素子（電極層１３、有機層１４および電極層１５）
を保護膜１６により覆うことで、有機ＥＬ素子（電極層１３、有機層１４および電極層１
５）を保護し、また、有機ＥＬ素子への水分の伝達、特に有機層１４への水分の伝達を、
保護膜１６によって防止（遮断）することができる。また、保護膜１６は、柔軟性を有す
るため緩衝材としての機能を有している。例えば、保護膜１６と、その下層の有機ＥＬ形
成層（１３、１４、１５等）との間の応力を緩和する。また、保護膜１６と、その上層の



(11) JP 6937713 B2 2021.9.22

10

20

30

40

50

樹脂膜１７との間の応力を緩和する。
【００５４】
　ここで、電極または配線などの一部を、保護膜１６から露出させる場合には、後述する
保護膜１６のパターニング工程により、部分的に保護膜１６を除去し、電極または配線な
どの一部を露出させる。但し、そのような場合でも、保護膜１６を形成していない領域か
ら、有機層１４は露出しないようにすることが好ましい。
【００５５】
　保護膜１６上には、樹脂膜（樹脂層、樹脂絶縁膜、有機絶縁膜）１７が形成されている
。樹脂膜１７の材料としては、例えばＰＥＴ（polyethylene terephthalate：ポリエチレ
ンテレフタレート）などを好適に用いることができる。樹脂膜１７は、その形成を省略す
ることもできる。
【００５６】
　＜表示装置の製造方法＞
　本実施の形態の表示装置１の製造方法について、図面を参照して説明する。図８～図１
３は、本実施の形態の表示装置１の製造工程を示す要部断面図である。なお、ここでは、
主として、表示装置１の表示部２の製造工程を説明する。
【００５７】
　図８に示されるように、ガラス基板９とフレキシブル基板である基板１１とが貼り合わ
された基板１０を用意（準備）する。基板１１は可撓性を有しているが、基板１１がガラ
ス基板９に貼り合わされていることで、基板１１はガラス基板９に固定される。これによ
り、基板１１上への各種の膜の形成やその膜の加工などが容易になる。なお、基板１１の
下面が、ガラス基板９に貼り付けられている。
【００５８】
　次に、図９に示されるように、基板１０の上面上に、パッシベーション膜１２を形成す
る。なお、基板１０の上面は、基板１１の上面と同義である。
【００５９】
　パッシベーション膜１２は、スパッタリング法、ＣＶＤ法またはＡＬＤ法などを用いて
形成することができる。パッシベーション膜１２は、絶縁材料からなり、例えば酸化シリ
コン膜からなる。例えば、ＣＶＤ法により形成した酸化シリコン膜を、パッシベーション
膜１２として好適に用いることができる。
【００６０】
　次に、図１０に示されるように、基板１０の上面上に、すなわちパッシベーション膜１
２上に、電極層１３と電極層１３上の有機層１４と有機層１４上の電極層１５とからなる
有機ＥＬ素子を形成する。すなわち、パッシベーション膜１２上に、電極層１３と有機層
１４と電極層１５とを順に形成する。この工程は、例えば、次のようにして行うことがで
きる。
【００６１】
　すなわち、基板１０の上面上に、すなわちパッシベーション膜１２上に、電極層１３を
形成する。電極層１３は、例えば、導電膜をパッシベーション膜１２上に形成してから、
この導電膜を、フォトリソグラフィ技術およびエッチング技術などを用いてパターニング
することなどにより、形成することができる。それから、電極層１３上に有機層１４を形
成する。有機層１４は、例えば、マスクを用いた蒸着法（マスク蒸着法）などにより、形
成することができる。それから、有機層１４上に電極層１５を形成する。電極層１５は、
例えば、マスクを用いた蒸着法などにより、形成することができる。なお、有機層１４や
電極層１５をパターニングにより加工してもよい。
【００６２】
　電極層１３と有機層１４と電極層１５とからなる有機ＥＬ素子を形成した後、基板１０
の上面上に、すなわち電極層１５上に、保護膜１６を形成する。保護膜１６は、有機ＥＬ
素子を覆うように形成される。
【００６３】
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　保護膜１６は、実施の形態１において説明したように、ＡＬＤ法を用いて形成する。
【００６４】
　図１４は、ＡＬＤ法による成膜を行うチャンバ（処理室）２５の構成の一例を示す断面
図である。
【００６５】
　図１４に示されるように、チャンバ２５内には、処理対象物２７を配置するためのステ
ージ４１と、ステージ４１の上方に配置された上部電極４２とが、配置されている。チャ
ンバ２５の排気部（排気口）４３は、真空ポンプ（図示せず）などに接続されており、チ
ャンバ２５内を所定の圧力に制御できるようになっている。また、チャンバ２５には、チ
ャンバ２５内にガスを導入するためのガス導入部４４と、チャンバ２５内からガスを排出
するためのガス排出部４５と、を有している。なお、図１４では、理解を簡単にするため
に、ガス導入部４４からチャンバ２５内に導入するガスの流れと、ガス排出部４５からチ
ャンバ２５外に排出するガスの流れとを、それぞれ矢印で模式的に示してある。このよう
な構成の装置を用い、実施の形態１において詳細に説明したように、保護膜（ＰＲＯ、１
６）を形成する（図３、図４参照）。
【００６６】
　また、電極または配線などの一部を、保護膜１６から露出させる必要がある場合は、保
護膜１６を形成した後、保護膜１６を、フォトリソグラフィ技術およびエッチング技術な
どを用いてパターニングすることにより、電極または配線などの一部を露出させることが
できる。このように、ＳｉＯ2やＳｉＯＣなどのシリコン系の化合物は、ドライエッチン
グが容易であり、加工性に優れる。これに対し、例えば、酸化アルミニウムなどのAlcone
は、ドライエッチングが困難であり、マスクを用いて、保護膜１６を形成しない領域を覆
い、マスクで覆われずに露出されていた領域に、保護膜１６として酸化アルミニウム（Al
cone）を形成するという方法（マスク蒸着法）を用いる必要があり、加工性が悪い。
【００６７】
　有機ＥＬ素子（特に有機層１４）は高温に弱いため、有機層１４の形成後の成膜温度は
、有機ＥＬ素子（特に有機層１４）に悪影響を及ぼさないように、比較的低温であること
が好ましく、具体的には、３００℃以下であることが好ましく、２００℃以下とすること
がより好ましい。例えば、実施の形態１においても説明したとおり、上記保護膜１６の成
膜温度は、２００℃以下である。このように、本実施の形態によれば、比較的低い成膜温
度でも、水分バリア性および柔軟性を有する保護膜１６を形成することができる。
【００６８】
　保護膜１６を形成した後、図１２に示されるように、基板１０の上面上に、すなわち保
護膜１６上に、樹脂膜１７を形成する。樹脂膜１７は、例えばＰＥＴなどからなり、スピ
ンコート法（塗布法）などを用いて形成することができる。
【００６９】
　その後、図１３に示されるように、基板１１をガラス基板９から引きはがすことにより
、基板１１とその上面上の構造体とを、ガラス基板９から分離する。このようにして、表
示装置１を製造することができる。
【００７０】
　なお、表示装置の製造工程において、前述のチャンバ２５の側壁などに付着した不所望
なＳｉＯ2やＳｉＯＣなどのシリコン系の化合物を、クリーニング（除去）してもよい。
前述したように、ＳｉＯ2やＳｉＯＣなどのシリコン系の化合物は、ドライエッチングが
容易であり、エッチングガスをチャンバ２５内に流すことで、チャンバ２５内のクリーニ
ングが可能となり、チャンバ２５のメンテナンスが容易である。
【００７１】
　（応用例）
　図１５は、有機ＥＬ形成層Ｌ上の異物３１を示す図である。有機ＥＬ形成層Ｌは、例え
ば、図１０に示す基板１０とパッシベーション膜１２と電極層１３と有機層１４と電極層
１５とを合わせたものと対応する。
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【００７２】
　図１５に示すように、有機ＥＬ形成層Ｌの表面に異物（パーティクル、粒子）３１が付
着する場合がある。このような、異物３１の発生率は、低いことが好ましいが、発生率を
ゼロとすることは困難である。このため、異物の３１の発生率を抑止しつつ、異物３１が
生じた際の不具合を極力回避するための対策が望まれる。このような対策の一つとして、
異物を膜により固着する方法がある。
【００７３】
　図１６は、有機ＥＬ形成層上の異物上にＣＶＤ法を用いて保護膜を形成した場合の図で
あり、図１７は、有機ＥＬ形成層上の異物上にＡＬＤ法を用いて保護膜を形成した場合の
図である。
【００７４】
　図１６に示すように、有機ＥＬ形成層Ｌ上に異物３１が付着した状態で、ＣＶＤ法によ
り保護膜３２を形成した場合には、被覆性が低く、異物３１を固着するように、連続した
保護膜３２が形成されない。別の言い方をすれば、異物３１の影となる部分には保護膜３
２が形成されない。このような状態においては、異物３１の下部を通して水分が侵入する
恐れがある。また、異物３１が脱落しやすく、その後の工程において、異物３１が脱落し
た場合には、異物３１の大きさに対応する保護膜３２の孔（開口部）が生じることとなり
、水分バリア性がさらに悪化する。
【００７５】
　これに対し、本実施の形態において説明したように、ＡＬＤ法により保護膜１６を形成
した場合においては、図１７に示すように、被覆性が良く、異物３１を強固に固着するこ
とができ、水分バリア性を維持することができる。
【００７６】
　（実施の形態３）
　実施の形態１、２においては、保護膜（ＰＲＯ、１６）が単層膜である場合について説
明したが、保護膜を積層膜としてもよい。保護膜を、例えば、ＳｉＯＣ膜／無機絶縁膜、
無機絶縁膜／ＳｉＯＣ膜、ＳｉＯＣ膜／無機絶縁膜／ＳｉＯＣ膜、または、無機絶縁膜／
ＳｉＯＣ膜／無機絶縁膜としてもよい。以下に、図１８～図２１を参照しながら、本実施
の形態の第１例～第４例を説明する。
【００７７】
　（第１例）
　図１８は、本実施の形態の第１例の有機ＥＬ素子用の保護膜（ＳｉＯＣ膜／無機絶縁膜
）の断面図である。図１８に示すように、本第１例において、保護膜１６は、ＳｉＯＣ膜
（有機絶縁膜、有機ＡＬＤ膜）１６ＳとＳｉＯ2膜（無機絶縁膜、無機ＡＬＤ膜）１６Ｈ
との積層膜よりなる。フレキシブル基板Ｓ上の有機ＥＬ形成層Ｌ上に、ＳｉＯＣ膜（有機
絶縁膜、有機ＡＬＤ膜）１６Ｓが形成され、その上にＳｉＯ2膜（無機絶縁膜、無機ＡＬ
Ｄ膜）１６Ｈが形成されている。前述したように、炭素（Ｃ）を含有する膜を有機膜と言
い、ＡＬＤ法により有機膜を形成する方法を有機ＡＬＤ法と言う。これに対し、ＡＬＤ法
により無機膜を形成する方法を無機ＡＬＤ法と言う。
【００７８】
　ＳｉＯＣ膜１６Ｓは、実施の形態１において説明したように、例えば、１，２－ビス［
（ジメチルアミノ）ジメチルシリル］エタンとＯプラズマとを用いた有機ＡＬＤ法により
形成することができる。このＳｉＯＣ膜１６Ｓは、水分バリア性を有し、柔軟性を有する
。
【００７９】
　ＳｉＯ2膜１６Ｈは、例えば、ビス(ジメチルアミノ)シランとＯプラズマとを用いた無
機ＡＬＤ法により形成することができる。このＳｉＯ2膜１６Ｈは、柔軟性は劣るが、緻
密であり、水分バリア性が高い。このように、ＳｉＯ2膜１６Ｈのような無機絶縁膜は、
ＳｉＯＣ膜１６Ｓのような有機絶縁膜より、緻密であり、硬い（硬度が高い）。硬度は、
例えば、鉛筆硬度法などにより測定することができる。また、ＳｉＯＣ膜１６Ｓのような
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有機絶縁膜は、ＳｉＯ2膜１６Ｈのような無機絶縁膜より、所定の圧力が加えて曲げた場
合の曲率半径が小さく、曲げ耐性が高い。ここで、曲げ耐性とは、曲げた際のクラック発
生耐性をいい、曲げた後のクラックの発生の有無を、目視や耐水性（水漏れの有無）によ
り評価する。
【００８０】
　このように、ＳｉＯＣ膜１６ＳとＳｉＯ2膜１６Ｈとを積層することにより、水分バリ
ア性が向上する。また、ＳｉＯＣ膜１６Ｓは、柔軟性を有するため緩衝材としての機能を
有し、例えば、ＳｉＯ2膜１６Ｈと、有機ＥＬ形成層Ｌとの間の応力を緩和する。
【００８１】
　例えば、実施の形態１において図４を参照しながら説明した、第１ステップ、第２ステ
ップ、第３ステップおよび第４ステップを複数サイクル繰り返し、ＳｉＯＣ膜１６Ｓを形
成した後、ビス(ジメチルアミノ)シランとＯプラズマとを用いた無機ＡＬＤ法によりＳｉ
Ｏ2膜１６Ｈを形成する。この際、図１４を参照しながら説明した、チャンバ（処理室）
２５を用いて、ＳｉＯＣ膜１６ＳとＳｉＯ2膜１６Ｈとを連続して形成することができる
。
【００８２】
　例えば、図４を参照しながら説明した、第１～第４ステップにおいて、原料ガスの１，
２－ビス［（ジメチルアミノ）ジメチルシリル］エタンを用いて、ＳｉＯＣ膜１６Ｓを形
成した後、原料ガスをビス(ジメチルアミノ)シランに代えて、同様に処理を行い、ＳｉＯ

2膜１６Ｈを形成する。図２２は、ビス(ジメチルアミノ)シランを用いたＡＬＤ法による
ＳｉＯ2膜の成膜の様子を模式的に示す図である。
【００８３】
　まず、第１ステップ（原料ガス供給ステップ）として、基板が配置されたチャンバ内へ
原料ガスであるビス(ジメチルアミノ)シランを導入（供給）する。これにより処理対象物
である有機ＥＬ形成層Ｌの表面の－ＯＨと、ビス(ジメチルアミノ)シランの一方の端のア
ミノ基とが化学的に緩く結合する（図２２（ａ））。
【００８４】
　次に、第２ステップ（パージステップ）として、チャンバ内への原料ガスの導入を停止
し、パージガスを導入（供給）する。パージガスとしては、不活性ガスを好適に用いるこ
とができるが、窒素ガス（Ｎ2ガス）を用いる場合もあり得る。パージガスを導入するこ
とで、有機ＥＬ形成層Ｌの表面の－ＯＨと化学的に緩く結合したビス(ジメチルアミノ)シ
ラン以外の原料ガスは、パージガスと一緒にチャンバ外に排出される。この第２ステップ
において、２００℃以下の熱処理により、有機ＥＬ形成層Ｌの表面の－ＯＨと、ビス(ジ
メチルアミノ)シランの一方の端のアミノ基とが化学的に反応し、ＮＲ2Ｈ（Ｒ＝ＣＨ3）
が離脱し、Ｏ（酸素原子）とＳｉ（シリコン原子）が結合する（図２２（ｂ））。
【００８５】
　次に、第３ステップ（反応ガス供給ステップ）として、反応ガスを、チャンバ内に導入
（供給）する。反応ガスとしては、Ｏプラズマを用いることができる。ここでは、Ｏ2ガ
ス（酸素ガス）をチャンバ内に導入し、高周波電力の印加により、Ｏプラズマを生成する
。なお、予め、チャンバ外において生成したＯプラズマをチャンバ内に導入（供給）して
もよい。このＯプラズマの作用により、ビス(ジメチルアミノ)シランの他方の端のアミノ
基が、－ＯＨとなる（図２２（ｃ））。これにより、有機ＥＬ形成層Ｌの表面に、ＳｉＯ
の原子層（第一層１Ｌ）が形成される。
【００８６】
　次に、第４ステップ（パージステップ）として、チャンバ内への反応ガスの導入と、高
周波電力の印加を停止し、パージガスをチャンバ内に導入（供給）する。パージガスとし
ては、不活性ガスを好適に用いることができるが、窒素ガス（Ｎ2ガス）を用いる場合も
あり得る。パージガスを導入することで、未反応物質（反応ガスなど）は、パージガスと
一緒にチャンバ外に排出される（パージされる）。
【００８７】
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　次いで、同様にして第１ステップ、第２ステップ、第３ステップおよび第４ステップを
行い、ＳｉＯの原子層（第二層２Ｌ）が形成される（図２２（ｄ））。
【００８８】
　このように、第１ステップ、第２ステップ、第３ステップおよび第４ステップを、複数
サイクル繰り返すことで、有機ＥＬ形成層Ｌの表面上に、所望の膜厚のＳｉＯＣ膜を形成
することができる。例えば、第１ステップ、第２ステップ、第３ステップおよび第４ステ
ップを、３０サイクル繰り返せば、３０層の原子層からなる膜が形成される。
【００８９】
　なお、図２２において、隣り合う原子間のＳｉ同士が直接、または、酸素原子を介して
結合する反応が生じてもよい。
【００９０】
　このように、本実施の形態においては、原料ガスの切り替えにより、柔軟性を有するＳ
ｉＯＣ膜１６Ｓと、緻密なＳｉＯ2膜１６Ｈとの積層膜を形成することができる。
【００９１】
　（第２例）
　図１９は、本実施の形態の第２例の有機ＥＬ素子用の保護膜（無機絶縁膜／ＳｉＯＣ膜
）の断面図である。図１９に示すように、本第２例において、保護膜１６は、ＳｉＯ2膜
（無機絶縁膜、無機ＡＬＤ膜）１６Ｈと、ＳｉＯＣ膜（有機絶縁膜、有機ＡＬＤ膜）１６
Ｓとの積層膜よりなる。フレキシブル基板Ｓ上の有機ＥＬ形成層Ｌ上に、ＳｉＯ2膜（無
機絶縁膜、無機ＡＬＤ膜）１６Ｈが形成され、その上にＳｉＯＣ膜（有機絶縁膜、有機Ａ
ＬＤ膜）１６Ｓが形成されている。
【００９２】
　第１例の場合と同様に、ＳｉＯ2膜１６Ｈは、例えば、ビス(ジメチルアミノ)シランと
Ｏプラズマとを用いた無機ＡＬＤ法により形成することができ、ＳｉＯＣ膜１６Ｓは、例
えば、１，２－ビス［（ジメチルアミノ）ジメチルシリル］エタンとＯプラズマとを用い
た有機ＡＬＤ法により形成することができる。
【００９３】
　本応用例においても、ＳｉＯ2膜１６ＨとＳｉＯＣ膜１６Ｓとを積層することにより、
水分バリア性が向上する。また、ＳｉＯＣ膜１６Ｓは、柔軟性を有するため緩衝材として
の機能を有し、例えば、ＳｉＯ2膜１６Ｈと、樹脂膜１７との間の応力を緩和する。
【００９４】
　（第３例）
　図２０は、本実施の形態の第３例の有機ＥＬ素子用の保護膜の断面図である。図２０に
示すように、本第３例において、保護膜１６は、ＳｉＯＣ膜（有機絶縁膜、有機ＡＬＤ膜
）１６ＳとＳｉＯ2膜（無機絶縁膜、無機ＡＬＤ膜）１６ＨとＳｉＯＣ膜（有機絶縁膜、
有機ＡＬＤ膜）１６Ｓとの積層膜よりなる。フレキシブル基板Ｓ上の有機ＥＬ形成層Ｌ上
に、ＳｉＯＣ膜（有機絶縁膜、有機ＡＬＤ膜）１６Ｓが形成され、その上にＳｉＯ2膜（
無機絶縁膜、無機ＡＬＤ膜）１６Ｈが形成され、さらに、その上にＳｉＯＣ膜（有機絶縁
膜、有機ＡＬＤ膜）１６Ｓが形成されている。
【００９５】
　第１例の場合と同様に、ＳｉＯ2膜１６Ｈは、例えば、ビス(ジメチルアミノ)シランと
Ｏプラズマとを用いた無機ＡＬＤ法により形成することができ、ＳｉＯＣ膜１６Ｓは、例
えば、１，２－ビス［（ジメチルアミノ）ジメチルシリル］エタンとＯプラズマとを用い
た有機ＡＬＤ法により形成することができる。
【００９６】
　本応用例においても、ＳｉＯＣ膜１６ＳとＳｉＯ2膜１６ＨとＳｉＯＣ膜１６Ｓとを積
層することにより、水分バリア性が向上する。また、ＳｉＯＣ膜１６Ｓは、柔軟性を有す
るため緩衝材としての機能を有し、例えば、有機ＥＬ形成層ＬとＳｉＯ2膜１６Ｈとの間
の応力を緩和する。また、ＳｉＯ2膜１６Ｈと、樹脂膜１７との間の応力を緩和する。
【００９７】
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　（第４例）
　図２１は、本実施の形態の第４例の有機ＥＬ素子用の保護膜の断面図である。図２１に
示すように、本第４例において、保護膜１６は、ＳｉＯ2膜（無機絶縁膜、無機ＡＬＤ膜
）１６ＨとＳｉＯＣ膜（有機絶縁膜、有機ＡＬＤ膜）１６ＳとＳｉＯ2膜（無機絶縁膜、
無機ＡＬＤ膜）１６Ｈとの積層膜よりなる。フレキシブル基板Ｓ上の有機ＥＬ形成層Ｌ上
に、ＳｉＯ2膜（無機絶縁膜、無機ＡＬＤ膜）１６Ｈが形成され、その上にＳｉＯＣ膜（
有機絶縁膜、有機ＡＬＤ膜）１６Ｓが形成され、さらに、その上にＳｉＯ2膜（無機絶縁
膜、無機ＡＬＤ膜）１６Ｈが形成されている。
【００９８】
　第１例の場合と同様に、ＳｉＯ2膜１６Ｈは、例えば、ビス(ジメチルアミノ)シランと
Ｏプラズマとを用いた無機ＡＬＤ法により形成することができ、ＳｉＯＣ膜１６Ｓは、例
えば、１，２－ビス［（ジメチルアミノ）ジメチルシリル］エタンとＯプラズマとを用い
た有機ＡＬＤ法により形成することができる。
【００９９】
　本応用例においても、ＳｉＯ2膜１６ＨとＳｉＯＣ膜１６ＳとＳｉＯ2膜１６Ｈとを積層
することにより、水分バリア性が向上する。また、ＳｉＯＣ膜１６Ｓは、柔軟性を有する
ため緩衝材としての機能を有し、例えば、ＳｉＯ2膜１６Ｈ間の応力を緩和する。
【０１００】
　（他の例）
　上記第１～第４例においては、無機絶縁膜としてＳｉＯ2膜を例示したが、ＳｉＯＣ膜
と他の無機絶縁膜との積層膜を保護膜としてもよい。無機絶縁膜としては、ＳｉＯ2膜の
他、ＳｉＮ膜、Ａｌ2Ｏ3膜、ＴｉＯ2膜、ＺｒＯ2膜などを用いることができる。これらの
膜は、ＡＬＤ法での成膜が可能である。また、これらの膜のうち、ＳｉＯ2膜やＳｉＮ膜
は、ドライエッチングが可能であり、保護膜の加工性が良く、チャンバのクリーニングも
容易である。
【０１０１】
　（実施の形態４）
　本実施の形態では、具体的な実施例について説明する。
【０１０２】
　［実施例］
　以下に、ＳｉＯＣ膜およびＡｌ2Ｏ3膜を積層したＰＥＮ基板の曲げ試験結果について説
明する。ＳｉＯＣ膜およびＡｌ2Ｏ3膜の積層膜は、例えば、実施の形態３で説明した「Ｓ
ｉＯＣ膜/無機絶縁膜」と対応する。図２３は、曲げ試験の様子を示す模式図である。図
２４は、ＳｉＯＣ膜およびＡｌ2Ｏ3膜を積層したＰＥＮ基板とＡｌ2Ｏ3膜を単層で形成し
たＰＥＮ基板の断面図である。図２５は、ＳｉＯＣ膜およびＡｌ2Ｏ3膜を積層したＰＥＮ
基板とＡｌ2Ｏ3膜を単層で形成したＰＥＮ基板の曲げ試験後の表面写真である。
【０１０３】
　＜成膜工程＞
　以下の工程により、ＰＥＮ基板上に、ＳｉＯＣ膜およびＡｌ2Ｏ3膜を順次形成する（図
２４（ｂ）参照）。ＰＥＮ基板は、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）よりなるフレキ
シブル基板である。
【０１０４】
　まず、ＰＥＮ基板上に、ＡＬＤ法によりＳｉＯＣ膜を形成する。ＰＥＮ基板が配置され
たチャンバ内へ原料ガスである１，２－ビス［（ジメチルアミノ）ジメチルシリル］エタ
ン（前述の“ＤＭＳＥ”）を導入する（Ｓｔ１）。次に、チャンバ内への原料ガスの導入
を停止し、パージガスとして窒素ガスを導入する（Ｓｔ２）。次に、反応ガスとしてＯ2

ガス（酸素ガス）をチャンバ内に導入し、高周波電力の印加により、Ｏプラズマを生成す
る（Ｓｔ３）。次に、チャンバ内への反応ガスの導入と、高周波電力の印加を停止し、パ
ージガスとして窒素ガスをチャンバ内に導入する（Ｓｔ４）。
【０１０５】
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　次いで、上記Ｓｔ１～Ｓｔ４を、５０サイクル行うことにより、ＳｉＯＣの５０層の原
子層を形成し、ＳｉＯＣ膜とした。ＳｉＯＣ膜の膜厚は、２００ｎｍ程度であった。
【０１０６】
　次いで、ＳｉＯＣ膜上に、ＡＬＤ法によりＡｌ2Ｏ3膜（アルミナ膜）を形成する。ＰＥ
Ｎ基板が配置されたチャンバ内へ原料ガスであるトリメチルアルミニウムを導入する（Ｓ
ｔ１１）。次に、チャンバ内への原料ガスの導入を停止し、パージガスとして窒素ガスを
導入する（Ｓｔ１２）。次に、反応ガスとしてＯ2ガス（酸素ガス）をチャンバ内に導入
し、高周波電力の印加により、Ｏプラズマを生成する（Ｓｔ１３）。次に、チャンバ内へ
の反応ガスの導入と、高周波電力の印加を停止し、パージガスとして窒素ガスをチャンバ
内に導入する（Ｓｔ１４）。
【０１０７】
　次いで、上記Ｓｔ１１～Ｓｔ１４を、１２０サイクル行うことにより、Ａｌ2Ｏ3の１２
０層の原子層を形成し、Ａｌ2Ｏ3膜とした。Ａｌ2Ｏ3膜の膜厚は、２０ｎｍ程度であった
。
【０１０８】
　＜比較例＞
　ＰＥＮ基板上にＡＬＤ法によりＡｌ2Ｏ3膜を単層で形成したものを比較例とする（図２
４（ａ）参照）。ＰＥＮ基板上に、ＡＬＤ法によりＡｌ2Ｏ3膜を形成する。ＰＥＮ基板が
配置されたチャンバ内へ原料ガスであるトリメチルアルミニウムを導入する（Ｓｔ１１）
。次に、チャンバ内への原料ガスの導入を停止し、パージガスとして窒素ガスを導入する
（Ｓｔ１２）。次に、反応ガスとしてＯ2ガス（酸素ガス）をチャンバ内に導入し、高周
波電力の印加により、Ｏプラズマを生成する（Ｓｔ１３）。次に、チャンバ内への反応ガ
スの導入と、高周波電力の印加を停止し、パージガスとして窒素ガスをチャンバ内に導入
する（Ｓｔ１４）。
【０１０９】
　次いで、上記Ｓｔ１１～Ｓｔ１４を、６００サイクル行うことにより、Ａｌ2Ｏ3の６０
０層の原子層を形成し、Ａｌ2Ｏ3膜とした。Ａｌ2Ｏ3膜の膜厚は、１００ｎｍ程度であっ
た。
【０１１０】
　＜評価：曲げ試験＞
　ＳｉＯＣ膜およびＡｌ2Ｏ3膜を積層したＰＥＮ基板の柔軟性について、曲げ試験機を用
いて評価した。図２３に示すように、支持部ＳＰ１と支持部ＳＰ２で基板（ここでは、Ｐ
ＥＮ基板）Ｓを半径Ｒで屈曲ささせた状態で保持する。屈曲部において内側ＩＮが成膜面
である。また、支持部ＳＰ１においては、支持体ＳＰ１ａと支持体ＳＰ１ｂとの間におい
て、基板Ｓの一端を挟持する。また、支持部ＳＰ２においては、支持体ＳＰ２ａと支持体
ＳＰ２ｂとの間において、基板Ｓの他端を挟持する。そして、支持体ＳＰ２ａを左右に移
動させることにより基板Ｓに曲げ応力を加える。
【０１１１】
　曲率半径Ｒ４ｍｍ、支持体ＳＰ２の移動距離８ｃｍとし、１秒間に１回の割合で、１万
回往復させた後、表面を観察した。Ａｌ2Ｏ3膜を単層で形成した比較例についても同様に
試験した。
【０１１２】
　図２４、図２５において、図２４（ｂ）および図２５（ｂ）は、ＳｉＯＣ膜およびＡｌ

2Ｏ3膜を積層したＰＥＮ基板（実施例）であり、図２４（ａ）および図２５（ａ）は、Ａ
ｌ2Ｏ3膜を単層で形成したＰＥＮ基板（比較例）である。
【０１１３】
　図２５（ｂ）に示すように、ＳｉＯＣ膜およびＡｌ2Ｏ3膜を積層したＰＥＮ基板（実施
例）においては、上記曲げ試験を行った後において、目視におけるクラックは確認できな
かった。一方、図２５（ａ）に示すように、Ａｌ2Ｏ3膜を単層で形成したＰＥＮ基板（比
較例）においては、クラックＣＫが確認された。
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　上記のとおり、ＳｉＯＣ膜の形成による柔軟性の向上が確認された。即ち、ＳｉＯＣ膜
の緩衝材としての機能を確認することができた。また、５０サイクルで２００ｎｍの膜厚
を確保することができ、１サイクル当たりの原子層の厚さを大きくすることができた。即
ち、ＳｉＯＣ膜の成膜速度の向上が確認できた。
【０１１５】
　以上、本発明者によってなされた発明をその実施の形態に基づき具体的に説明したが、
本発明は前記実施の形態に限定されるものではなく、その要旨を逸脱しない範囲で種々変
更可能であることは言うまでもない。
【符号の説明】
【０１１６】
１　表示装置
１Ｌ　第一層
２　表示部
２Ｌ　第二層
３　回路部
４　領域
９　ガラス基板
１０　基板
１１　基板
１２　パッシベーション膜
１３　電極層
１３ａ　電極
１４　有機層
１５　電極層
１５ａ　電極
１６　保護膜
１６Ｈ　ＳｉＯ2膜
１６Ｓ　ＳｉＯＣ膜
１７　樹脂膜
２５　チャンバ
２７　処理対象物
３１　異物
３２　保護膜
４１　ステージ
４２　上部電極
４３　排気部（排気口）
４４　ガス導入部
４５　ガス排出部
ＩＮ　内側
Ｌ　有機ＥＬ形成層
ＰＲＯ　保護膜
Ｓ　フレキシブル基板
ＳＰ１　支持部
ＳＰ１ａ、ＳＰ１ｂ　支持体
ＳＰ２　支持部
ＳＰ２ａ、ＳＰ２ｂ　支持体
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